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第１章 東京の中小企業を取り巻く環境とその変化
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１ 都内産業の現状

（１） 世界でも最大級を誇る東京の人口・経済規模

○ 東京は人口1,300万人を超え、世界最大級の都市圏人口を持ち、ものづくり中小企業

や大企業、研究機関などの多様な集積のほか高度な都市インフラを有している。

○ こうした特徴は2020年東京大会をきっかけに更に発展し、レガシーとして未来に引

き継ぐべき財産である。

○ 一方、都内総生産の全国に占める割合は減少する傾向を示しており製造業や小売業で

の事業所数や従業者数の減少も進んでいる。我が国全体では景気は堅調に推移してい

るが、都内の景況の回復は緩やかなレベルとなっている。

○ 東京都の人口は1,300万人を超え、全

国の約１割を占めている。また、国連

「The World’s cities data booklet

2016 」によると、東京の都市圏人口

は、3,814万人となっており、インド

のデリーを上回り、世界第１位のメガ

シティである。

○都内総生産（名目）は、全国の２割程度を占める約104兆円（2015年度）であ

る。主要国の国内総生産（名目）と比較すると、メキシコに近い規模の約8,700億

ドル（1ドル=120.13円で計算）であり、一国の生産額に匹敵している。

○我が国の平均年収はアジア１位、世界でも18位と上位となっている。東京の一人当

たりの所得は他の道府県より高く、そうした所得の高さを背景にマーケットが広が

り卸売業・小売業の販売額が全国の約３分の１を占めている。このように、世界的

にみると消費水準の高い世帯が高密度で集積した経済市場を形成している。

≪国別国内総生産（名目）≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」
出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

≪都道府県別県内総生産（名目）、
１人当たり県民所得≫

0 10,000 20,000 30,000 40,000

東京
デリー

上海
ムンバイ

サンパウロ
北京

メキシコシティ
大阪

カイロ
ニューヨーク

≪都市圏人口ランキング≫

資料 国際連合「The World’s cities data booklet
2016 」より東京都作成

（千人）
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○ 我が国の国内総生産（名目）は世界経済の影響等により2009年度に約492兆円ま

で落ち込んだものの、2017年度は約549兆円となっており、近年では緩やかに回

復する状態が続いており、そうした傾向は都内の総生産にも表れている。

≪都内総生産（名目）の経済活動別内訳と対全国比≫

出典 東京都「都民経済計算年報 平成27年度」

○ 2015年度の都内総生産（名目）は約104兆円であり2009年度以降は回復傾向が

続いているものの、全国の総生産に占める東京都の割合は2割を下回り、減少する状

態が継続している。

≪国内総生産（名目）の推移≫

資料 内閣府「国民経済計算」、東京都「都民経済計算年報
平成27年度」より東京都作成

（兆円）
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（２） 多様な産業の集積

○ 東京の事業所数は全国の約12％の約62万所（2016年時点）であり、また東京で

働く従業者数は約900万人（2016年時点）となっており、全国の約16％を占めて

いる。

○ 産業別・地域別の事業所数の構成比によると、製造業は大田区・墨田区・足立区の

ほか多摩地域などにも幅広く集積している。こうした地域には、優れた基盤技術や

製品開発の力を有する印刷業や金属加工業などのものづくり中小企業が立地してお

り、東京の強みの１つとなっている。

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

≪産業別・地域別事業所数構成比（東京）≫

○ また、東京に集積している情報通信業は全国の総生産額の約4割を占めており、特に

映画・アニメといった映像や音楽、ゲーム等のコンテンツ産業に関わる業種につい

ては、事業所数・従業者数とも、5割前後が都内に集まっている。

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

≪情報通信業都内総生産の推移（東京）≫
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≪コンテンツ関連産業の事業所数（都）と
全国に占める割合≫（所） （％）

資料 総務省・経済産業省「平成28年経済センサス」より
東京都作成7



○ 都内には都心部を中心に多くの大企業や外資系企業、金融機関が集積しているほ

か、大学や研究機関に加えて行政機関などビジネスを支える様々な機関も多く集

まっている。

資料 文部科学省「文部科学統計要
覧（平成30年版）」より東京都作成

≪大学の立地割合（東京）≫

東京

51%
その他

49%

≪資本金10億円以上
企業の立地割合≫

資料 総務省・経済産業省「平成28年
経済センサス」より東京都作成

東京

76.3%

その他

23.7%

資料 東京都「東京の産業と
雇用就業2018」より東京都作成

≪外資系企業の立地割合≫

○ このように、世界に誇る大都市東京は多様な産業が集積しており、その結果として

経済の発展を通じた情報や人の交流が生まれ、研究開発やイノベーションの苗床と

なっている。

○ 一方で東京の事業所数・従業者数の推移をみると、従業者数は概ね900万人前後で

推移し増加傾向は示しているものの、事業所数では個人事業主を中心に減少が続い

ている。

○ 産業別の事業所数の増減率は、製造業をはじめとする多くの産業でマイナスとなっ

ている。また、従業者数の増減率は産業ごとに様々であるものの、特に製造業は他

の産業と比較して大きく落ち込んでいる。

≪産業別事業所数・従業者数増減率≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

≪経営組織別事業所数・従業者数の推移≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

東京
18%

その他
82%
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○ 東京における卸売業の年間商品販売額は約152兆円、小売業の年間商品販売額は約

16兆円となっており、ともに2014年には持ち直したものの、中長期的に見ると減

少傾向が続いている。

○ 小売業では、インターネットやコンビニエンスストアを通じた販売の売上が年々増

加する一方で、東京の商店街数は減少が続き、1商店街当たりの平均店舗数も2016

年度は2013年度と比較すると約６店舗（約12%）減少している。

○ 都内事業所数の99％を占める中小企業の業況ＤＩについては緩やかに回復している

ものの、マイナス（業況が悪いとした企業割合が多い状態）が続いており、特に小

売業の回復が遅れている。

≪中小企業の業種別業況ＤＩの推移（東京）≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」
業況ＤＩ＝業況が「良い」とした企業割合－「悪い」とした企業割合

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

≪商店街数・平均店舗数の推移（東京）≫

≪年間商品販売額の推移（卸売業・小売業）（東京）≫

資料 ＲＥＳＡＳより東京都作成

（兆円） （兆円）
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≪通信販売売上高の推移（全国）≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

9



（３） 産業を支える都市インフラ

○ 鉄道や道路をはじめとする大都市東京のインフラは、2020年東京オリンピック・

パラリンピック大会の開催にとどまらず、さらに先の時代も見据えながら整備が進

められており産業を支えている。

○ 東京と全国各地を強く結びつける高速鉄道網については、東京を起点とする新幹線

の整備が進められている。近年では北陸新幹線や北海道新幹線が開業する中、今後

はリニア中央新幹線も2027年の品川～名古屋間の開業に向けた整備が進められ、

東京と全国各地をビジネス面で結びつける環境の一層の充実が期待されている。

≪東京都の交通インフラ≫

出典 東京都「東京都市白書」

○ 羽田空港は国内48都市（2017年4月現在）、海外18か国・地域／31都市に就航

しており、世界で5番目に利用者が多い。他にも、東京港の外貿コンテナ取扱の個数

は増加傾向を示しており、取扱貨物量が425万TEU※（２０１６年）となるなど、

人や物が世界と行き来する世界有数の空と海の玄関口を有している。

※TEU（Twenty-foot Equivalent Units）：20フィートで換算したコンテナ個数

を表す単位
≪日本の５大港 外貿コンテナ貨物取扱個数の推移≫

出典 東京都「東京港の渋滞対策について」

○ 首都圏の道路交通のネットワークで

は、その骨格となる三環状道路（圏

央道、外環道、中央環状線）が

2018年6月に三郷南IC～高谷JCT

間で開通するなど着実に整備が進ん

でおり、慢性的な渋滞の解消による

物流の効率化が進んでいる。
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○ 今後は、計画的な更新と適切な維

持管理により都市インフラのレベ

ルの維持とリニューアルを進め、

50 年先、100 年先の東京の経

済・社会を支えていく良質な社会

資本ストックとして次世代に継承

することが求められている。

≪橋梁、トンネルの経過年数（2016年3月）≫

出典 東京都 「2020年に向けた実行プラン」

○ このように、充実した交通網を活用した全国へのアクセスのしやすさや新たにリノ

ベーションされていく都市機能などの高度な都心インフラは東京における大きな強

みの一つである。

○ また、都心や地域の核となる鉄道駅

などを中心に、周辺のまちづくりと

一体となる地域特性を活かした拠点

機能の形成も進められるなど、多様

なビジネス交流拠点の整備等が確認

されている。

≪国家戦略特区を活用した都市開発≫

出典 東京都ＨＰ
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２ 大きな３つの環境変化

（１）グローバル化の進展

○ 経済のグローバル化は通信技術や交通手段の発達に合わせて、様々な国や地域の活

動が相互に影響を及ぼし合い、もはや切り離すことが困難なまでに一体化をしなが

ら進んでいる。

○ 今後の東京の中小企業が直面する経営環境の大きな変化として、「グローバル化の進

展」や「ＩＣＴ技術の広がり」、さらには「人口減少」の３つが挙げられ、会社の経

営に様々な影響を及ぼすことが想定される。

○ アジアやアフリカ諸国などの新興国では、目覚ましい経済発展により人口一千万人

以上のメガシティが生まれている。こうした都市ではモバイル技術などにより情報

通信の環境が飛躍的な速さで整備されている。これらにより、先進国の間だけでな

く新興国も含めた都市間ネットワークは今後も高密度に形成されていくことが見込

まれる。

○ 近年では経済取引のあり方等を巡り、自国の利益のみを優先する局面が生じる状況

もあるものの、今後も人・モノ・カネ・情報のネットワークが一層強まることなど

を通じ、グローバル化が進展することが確実である。

≪世界貿易の推移（輸出ベース）≫

出典 ジェトロ「ジェトロ世界貿易投資報告」

○ 世界各国では経済面での協定を結んで人、モノ、カネなどの移動をより一層自由で

活発なものとして経済の発展に結びつけようとする動きも進んでいる。

※我が国と世界各国の経済協定締結の動き

・ＴＰＰ11協定（環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定）2018年3月署名

・ＥＵ・ＥＰＡ（EUとの間の経済連携協定） 2018年7月署名

○ グローバル化を象徴する世界貿易の

推移を見ると、世界経済の減速や資

源価格の下落などの影響により一時

的な低迷が見られる時期もあるもの

の、トレンドとして増加する基調に

あり、こうした傾向は今後も続くと

見込まれる。
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（２）ＩＣＴ技術の広がり

○ テクノロジーとりわけＩＣＴ技術の進歩が加速している。データ量やハードウエア

の処理能力は急激な進化を続けていることに加えて、ＡＩ（人工知能）の技術も革

新的に発展している。

≪新技術の普及率が９０％になるまでに要する期間（米国）≫

出典 経済産業省「新産業構造ビジョン」

○ ＩＣＴ技術が普及するスピードも

急激に速くなっている。電話が普

及するまでには５０年程度も要し

たものの、スマートフォンに関し

ては、わずか５年程度で普及した

との報告もあるなど、情報通信の

技術は年を追うごとに普及する速

度が急速になっている。

○ このようにＩＣＴ技術は、今や社会・経済の隅々まで浸透する汎用技術となってお

り、様々な情報が国際的なレベルで瞬時に共有されるとともに新しいビジネスが

次々に生まれている。そのため蒸気機関や電気、コンピューターが浸透した過去の

産業革命に続く第４次産業革命が到来するとの予測も出ている。

○ いわゆる「第４次産業革命」の中核的な技術とされるＩｏＴやＡＩなどが進展する

ことで、社会に新たなビジネスが創出される。現実社会のあらゆる情報がネット

ワークを通じて自由なやりとりが可能となり、新たなビジネスが生み出される可能

出典 総務省「平成28年版 情報通信白書」

≪ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩが創造する新たな価値≫
性も高くなっている。こ

うした取組は、世界各国

が凌ぎを削って推進して

おり、今後も更なる発展

を遂げることが見込まれ

る。
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○ 平均寿命の伸長により、東京都の65歳

以上の人口割合は2030年に24.7％と

４人に1人が高齢者になると予測されて

いる。また、東京の世帯数の動向は、

単独世帯と夫婦のみの世帯のウエイト

が高く、いずれも今後しばらくの増加

が見込まれている。こうした流れが、

都内の消費構造に変化を及ぼすことが

想定される。

（３）人口の減少

○ 東京都全体の総人口は、2025年の

1,408万人をピークに減少に転じる見

込みとなっている。特に多摩島しょエ

リアの人口の伸びは、2020年の426

万人をピークに区部と比べて早期に減

少に転じることが想定されている。

≪2030年の人口割合（東京）≫

資料 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来
推計人口（平成29年推計）」より東京都作成

○ 高齢化や世帯構成の変化により、労働

力の確保も困難になっている。また、

日本の女性労働力率では、30代から

40代前半の労働力率が落ち込むいわゆ

るM字カーブが解消しつつある。一方

でスウェーデンなどと比較すると依然

として女性の労働力率は低くなってお

り、今後も多様な労働力の確保に向け

た取組が必要になると予測される。

○ こうした人口の減少は、東京の経済の

成長を阻害するマーケットの縮小をも

たらすことが予測される。また、労働

力人口の減少も続き、人材の確保や人

手不足は構造的な問題として続くことが想定される。

14

≪全国と東京都の人口の推移≫

資料 「国勢調査」（総務省）、「日本の将来推計人口（平成29年

推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）、「東京都男女年齢
（5歳階級）別人口の予測」（東京都総務局）等より作成

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

≪国別・年齢階級別女性労働力率≫



３ 大きな３つの変化に伴う社会経済の動き

○ 製造業の企画開発から量産・販売、ア

フターサービスまでの収益構造を比較

すると、量産段階での付加価値が低下

している。こうしたことから、製造業

では量産面での競争よりも試作品づく

りなど他の分野で力を発揮することが

必要になる傾向が続くと考えられる。

（サービス化の進展）

○ 新興国の発展など世界各国では都市化

が進展している。これから発展する都

市では人・モノ・カネの移動や飲食、

小売りなどの様々なサービス需要が生

まれる。東京の産業構造においても、

サービス関連の第三次産業の比重は高

く、今後もこのような流れが続いてい

くことが見込まれる。

≪東京の経済活動別都内総生産（名目）
・第3次産業比率の推移≫

出典 東京都「グラフィック東京の産業と雇用就業2018」

【グローバル化による新たな潮流】

○ 大きな３つの変化に伴って、社会経済の様々な場面で都内中小企業の事業活動に影響

が生じることが予測される。

○ 経済のグローバル化により、新興国との間で競争が厳しさを増すとともに、世界の潮

流であるサービス経済の伸長や持続可能な社会へ貢献する動きが進むほか、国際的に

通用する人材が一層活躍する場面が増えることも見込まれる。

（製造業における競争の激化）

○ 製造業では外国に生産拠点を設ける動きやサプライチェーンの国際化が進んでいく

ものと予想される。特に、大量生産が可能な分野などでは、人件費や立地コストの

面で有利となるアジアをはじめとする新興国の企業が競争力を高めていく状態が続

くものと考えられる。 ≪バリューチェーンの川上・川下における
競争環境の変化≫

出典 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開

発戦略センター「次世代ものづくり ～基盤技術とプ
ラットフォームの統合化戦略～＜中間とりまとめ＞」
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（経営面での新しい潮流）

○ 近年、世界中で大型の台風や集中豪雨、干ばつなどの異常気象や大地震などの自然

災害が発生している。IPCC（気候変動に関する政府間パネル）によれば、今後、異

常気象は増えることがほぼ確実としている。世界の各国では環境問題を解決するた

め、自然エネルギーへの転換や脱炭素化といった環境問題を解決する取組が進めら

れており、東京でも同じ動きが進むことが考えられる。

≪持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）≫

出典 国際連合広報センターＨＰ

（グローバル人材の活躍）

○ 世界中の人々のつながりも強まっている。高度な知識や技術、技能を持つ外国人を

はじめ日本で働く外国人は毎年増

え続け、現在約128万人（2017年）

となっており、近年では、人手

不足の影響を背景に外国人の活用

を望む声が挙がっている。2020

東京大会を契機に、今後も人の

移動や交流の流れは加速していく

と見込まれる。

○サービス化社会が進展する中、製造業のサービス化の動きが一層進むことが予測さ

れる。一方で、サービス業が新たな技術を活用した製品を提供する動きもあり、

「ものづくり」と「サービス」の融合の動きは、今後も強まると見込まれる。

○ 様々な社会的要請の高まりから、企業で

は環境や社会の問題に責任を持ち、持続

可能な世界の実現に戦略的に取り組むこ

とがグローバル・スタンダードとして必

要となっている。今後は、国連サミット

で採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発

目標）や、環境に配慮した調達なども含

めて企業を評価するＥＳＧ投資を重視す

る動きなどが強まることが想定される。

出典 内閣府「第2回経済財政諮問会議資料」

≪外国人労働者数の推移≫
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【ＩＣＴ技術に伴う変革】

（産業構造の変化）

○ ＩＣＴ技術などの広がりにより、産業構造が変化すると見込まれている。例えば、

電気自動車や自動運転などが普及した場合、エンジンなどの部品点数は減る一方で

電動化や電子制御化に関連する部品が増えるとの試算がある。電池業界や通信業界

から参入する新たなサプライヤーの存在感が増すなど、産業の構造はこれからの10

年の間に大きく変化する可能性は高い。

○ テクノロジーが進化する中で、特にＩＣＴ技術が経済社会の隅々に広がることによ

り、様々な場面でデータを利用することが今後益々重要となっていくと予想される。

○ また、シェアリングエコノミーなどの新たな市場が生まれるとともに、消費者の価値

観の多様化が進むと考えられる。

○ このように従来の業界やグループ企業

とは異なる新規参入者が現れるなど、

異業種同士がグループを結ぶ動きは

益々進むとされている。

○ＩＣＴ技術の進歩により、製造プロセ

スの効率化やバイオテクノロジー等の

先端分野でのスピーディな研究開発な

どデジタル化の進む社会に対応したも

のづくりが進んでいくと考えられる。

○ 企業間同士でデータを取り交わし３D

プリンターで試作品を製作するほか、

工場では生産状況を自動で把握して運

転するなど、これまでとは異なる新た

なものづくりの動きは、今後も進んで

いくと見込まれている。

≪３Ｄプリンター≫

出典 東京都中小企業振興公社及び産業技術研究センターＨＰ

≪電動化がもたらす構造変化～搭載部品の変化≫

出典 経済産業省「自動車新時代戦略会議（第１回）資料」
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（シェアリングエコノミーの広がり）

○ 物、スキル、場所などを他人と共有してメリットを享受する、いわゆるシェアリン

グエコノミーはＩＣＴ技術による利便性の向上と同時に広がる可能性がある。

≪シェアリングエコノミーの市場規模予測（国内）≫

出典 総務省「平成29年版情報通信白書」

（ビッグデータ等によるニーズ把握）

○ センサーなどのＩｏＴ関連機器の小型化と低コスト化により、膨大で多様なデータ

（ビッグデータ）を活用できる環境が進展することは確実である。

≪ビッグデータやＩｏＴの活用状況≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2017」

○ビッグデータの活用により、企業では

顧客ニーズに基づくよりきめ細やかな

付加価値の高い製品やサービスの開発

が可能となることが期待される。ま

た、生産現場における生産性の向上や

新たな需要の掘り起こしにも繋がる動

きが進むと考えられる。

○ 例えば、インターネットを通じ自動車

を共有するカーシェアリングや他人が

所有する部屋や駐車場などの不動産を

利用希望者に提供するサービスなど、

新しいビジネスが登場しており、こう

した流れが進展することが見込まれ

る。

○ 「所有から利用へ」という発想転換が

進む中、ＩＣＴ技術等を用いた新しい

（消費者の価値観の多様化）

○ スマートフォンの浸透に伴って消費のスタイルが変化していく。EC（電子商取引）

市場の拡大や、SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）の普及を背景に、口

コミを参考にした商品の購入が増え、商品の選択において一般消費者の側からの情

報発信の影響力が高まっていく傾向が続くと考えられる。

ビジネス機会が増えるとともに、ものづくり面での量産のほか、販売、消費のあり

方に大きな変化を及ぼすことが予想される。
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【人口減少により生じる動き】

（世界を目指す企業）

○ 大都市東京は、多くの人口を有するとともに品質が高い商品・サービスを求める消

費者も存在する一大エリアである。しかし、人口減少社会を迎えることで、今後は

市場としてのステータスが相対的に低くなる可能性がある。

○ 人々が消費だけでなく製品やサービスを提供する側になるなど、消費者と製品や

サービスの提供者の関係が一体になる傾向も進むと見込まれる。また、少額の投資

を可能とするクラウドファンディングの市場規模は年々増加傾向にあり、こうした

動きが広がる可能性は高い。

≪今後の海外進出方針（中小企業）≫

出典 ジェトロ「2017年度日本企業の
海外事業展開に関するアンケート」

○ 我が国や東京の人口減少が進むことにより、市場としての規模が縮小するため経営の

戦略は大幅に見直していくことが必要となる。

○ 高齢化の進展により、事業承継の重要性が高まるほかシニア向けの市場が拡大するこ

とが見込まれる。また、働き方の改革も不可欠となる。

○ 消費者と企業が連携して商品開発を行

う動きや、「モノ」消費から「コト」

消費へのシフトなど、今後とも消費者

の価値観の多様化は益々進んでいくと

考えられる。

≪BtoC-EC市場規模、EC化率の推移（全国）≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

○ 一方、アジア諸国をはじめとする新興

国では経済発展が著しく、企業が海外

市場へ進出する動きが続くものと考え

られる。その一方、世界の各地では、

全く新しい発想やビジネスモデルによ

り創業初期から国際的に活躍するベン

チャー企業も増えており、今後もこう

した動向が継続すると見込まれる。
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≪業種別に見た、不足している人材≫
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資料 中小企業庁「2018年版中小企業白書」より東京都作成

(％)

（慢性的な人手不足）

○ 人口減少の影響に加えて景気が緩やかに回復する中、現段階でも人手不足は企業の

間で広がっている。今後も市場からの安定した人材供給が難しくなることが見込ま

れるなど、企業が必要とする働き手の確保は中長期的に困難になると考えられる。

（高齢化の影響）

○ 少子高齢社会においては経営者の高齢

化も進んでいる。1995年から2015年

の間で、経営者年齢の山は47歳から66

歳へシフトし、近年では休廃業や解散

の件数が増加している。このため、今

後10年間は大廃業時代が到来するとも

指摘されている。

○ 企業経営者の高齢化が進展すれば、中

小企業の活力の低下を招きかねない。

このため、産業の活性化や雇用創出等

の観点から創業の促進や事業承継の重

要性は一層高まるものと考えられる。

○ 高齢化社会の進展に応じて、高齢者向

け市場の拡大が見込まれている。医

療・介護施設分野のほか、在宅療養者

などの生活支援関連や一般健常者を対

象とした健康管理・疾病予防関連分野

など、多様な分野での製品やサービス

の需要の増加が今後も期待される。

人生100年時代のヘルスケアビジネス領域人生100年時代のヘルスケアビジネス領域

資料 みずほ銀行産業調査部作成
出典 みずほ総合研究所「第１回有識者会議資料」

○ 特に中小企業では、各業種にわたり人

手不足感が強くなっている。労働人材

のみならず、現場のリーダーとなる中

核人材も不足しており、人材の不足

は、経営上の不安要素として今後も大

きくなっていくことが予想される。

出典 中小企業庁「中小企業の事業承継に関する
集中実施期間について（事業承継5ヶ年計画）」

≪中小企業の経営者年齢の分布≫
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（働き方の改革と多様な人材の活躍）

○こうした慢性的な人手不足の解消に向けては、ＩｏＴなどで生産性向上を図ること

とあわせて「働き方改革」を進めることにより、多様な人材が活躍できる職場づく

りを行うことが重要となっている。

○とりわけ、人生100年時代とも言われる中、全ての人が仕事を通じて元気に活躍し

続けられるようにするには、長時間労働の削減や休暇取得の促進などを進めるとと

もに、子育てや介護といった個人のライフステージと仕事の両立が可能な環境をつ

くることが必要となっている。

○このためには、インターネット等のＩＣＴを活用し、時間と場所を選ばない柔軟な

働き方を可能とするテレワークを東京２０２０大会に向けて推進し、大会のレガ

シーとしていくことや、女性やシニアなど多様な人材が働きやすい職場づくりを進

めていくことも重要でとなっていく。

【複合的な要因による影響】

（オープンイノベーションの機運の高まり）

○グローバル化の進展や技術革新の加速化など

から開発競争は激しさを増しており、他の企

業等と互いのリソースを活用して効果的な製

品開発を行うことが重要となっていく。

○オープンイノベーションの動きが活発化し、

東京に拠点等を持つ大企業の力を活用しなが

ら中小企業がその技術力やサービス提供のア

イデアを活かす取組は広がるとともに、大企

業がベンチャー企業に育成プログラムを提供

○ 大きな３つの変化が複合的に影響し、他の企業等と互いのリソースを活用して効果的

な製品開発を行うことが重要になり、オープンイノベーションの動きがますます活発

化することが見込まれる。

○ また、地域経済についても、多摩地域を中心とする大規模工場の撤退や大規模な小売

店との競合などが進んでおり、厳しい地域経済が続くことが懸念される。

≪オープンイノベーションの取組み
（１０年前との比較）≫

出典 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開
発機構「オープンイノベーション白書 第二版」

することや大学と企業とが共同開発を行う動きも進む可能性が高い。21



○近年では、産産・産学のみならず、消費者なども巻き込んだ新たな視点でイノベー

ションを興すといった多様性のある活動の事例も見られ、オープンイノベーション

は今後も様々な形で広がることが見込まれる。

（厳しい地域経済）

○グローバル化の広がりによる生産拠点の海外移転や人口減少による働き手の確保の

難しさなどを背景に、特に、多摩地域において大工場の都外への転出が続く可能性

も指摘されている。

○大規模な小売店との競合を始め、流通や消費のスタイルの変化やＩＣＴ技術を活用

したインターネットショッピングの進展などの影響が商店街に大きな影響を及ぼす

ことが見込まれる。都内の商店街では、店舗の確保や賑わいを維持し地域コミュニ

ティの核として住民生活を支える機能を果たすための新しい道を模索する動きが続

くと予想される。

○多摩地域や島しょエリアなどを中心に、人口減少の動きはさらに加速する懸念があ

る。このため、人、モノ、カネを効果の高い手法でそれぞれのエリアに取り込むた

めの工夫が地域の様々な主体により続けられる可能性は高い。

○また、日本のゲートウェイとしての重要な役割を担う東京が、産業上で各地の連携

を強めて地方貢献を展開する動きも続いていくことが見込まれる。

≪２０５０年の人口増減率≫

出典 ＲＥＳＡＳ

メッシュ分析（％）
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第２章 中小企業振興に向けた施策展開
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１ 東京都中小企業振興ビジョンが目指すべき姿

○ 中小企業の振興を図る上で、中小企業の発展のステージに応じた支援が重要である。

○ 都内で既に事業を展開している企業の安定や継続などを支援するとともに、その一層

の成長のきっかけづくりをサポートする。また、起業を後押しして新しい産業の担い

手を生み出していく。

○ こうした中小企業は地域社会を基盤に活動し、地域を活性化する面があるとともに、

様々な人材の力によって事業展開を図っており、それぞれの視点からのサポートも不

可欠である。

○ こうした観点から「目指すべき姿」を整理し、効果的に中小企業振興施策を展開して

いく。

（１） 持続可能性のある経営を実現

（３） 世界有数の起業しやすい都市へと発展

（２） イノベーション創出や海外展開による力強い成長

（４） 小規模企業の活躍等による地域力の向上

（５） 多様な人材が中小企業で活躍

【目指すべき姿と概念図】

地 域 人 材

企 業 の 基 盤

起業
事業の
成長・発展

経営の
安定・継続

更なる
事業の
成長・
発展
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（１） 持続可能性のある経営を実現

２ 達成目標

○ 「目指すべき姿」を実現するための施策全体の評価や検証を総合的に行うため、新た

に達成目標を設定する。

○ 本目標の達成を通じて、「実行プラン」で掲げる都内ＧＤＰ120兆円の実現を図り、

将来に向けた礎を作り上げることを目指す。

（５） 多様な人材が中小企業で活躍

（４） 小規模企業の活躍等による地域力の向上

（３） 世界有数の起業しやすい都市へと発展

都内の黒字企業の割合が５０％超

都内の開業率が１２％

都内の全ての自治体で経済成長率※がプラスに

都内企業※のテレワークの導入率が５０％超
※従業員30人以上

（２） イノベーション創出や海外展開による力強い成長

＜参考＞
2016年度32.0％ 東京都「東京都税務統計年報」

＜参考＞
2017年度45.5％ 東京都「東京都中小企業の景況」

＜参考＞
2017年度5.9％ 厚生労働省「雇用保険事業年報」

＜参考＞
2016年53％（33/62自治体） 総務省・経済産業省

「経済センサス活動調査」

＜参考＞
2018年度19.2％ 東京都「多様な働き方に関する

実態調査（テレワーク）」

※ 経済センサスにおける区市町村ごとの付加価値額

業績が成長している都内中小企業の割合が５５％以上
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３ 中小企業の振興に向けた施策体系

５つの戦略と施策の方向性

戦略１ 経営マネジメントの強化

戦略２ 中小企業の成長戦略の推進

戦略３ 起業エコシステムの創出

戦略５ 人材力の強化と働き方改革の推進

戦略４ 活力ある地域経済に向けた基盤整備

① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上
② 販路開拓の強化
③ 経営の安定化に向けた基盤づくり
④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進
⑤ 円滑な事業承継のためのサポート

① 次世代型ものづくりのサポート
② 革新的な製品やサービスの創出への支援
③ オープンイノベーションの促進
④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援
⑤ 中小企業の海外展開への後押し

① 創業が身近な選択肢となる環境の形成
② ベンチャー企業の育成支援
③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く生み出す重点的な支援
④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し
⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援

① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化
② 中小企業における中核人材の育成促進
③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備

① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展
② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援
③ 商店街の活力向上のためのサポート
④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化
⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達

○ 目指すべき姿や達成目標の実現に向けて、５つの戦略を設定する。

○ さらに、戦略毎に全部で２３の施策の方向性を示す。
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ＩＣＴをはじめとする設備導入が効果的に進むことなどにより、生産性が飛躍

的に向上して人手不足が解消している。

中小企業が自ら効果的な営業戦略を立案して、新たな取引先の開拓やPRの強

化に日々取り組んでいる。

公正な商取引の下に、中小企業が経営環境の変化や様々なリスクへ適切に対応

するなど、安定して事業を継続している。

東京の貴重な財産である技術やノウハウを次世代に確実に引き継ぐとともに、

新たな経営者のもとで事業転換を図ることなどにより、中小企業の稼ぐ力が

アップしている。

（１） 持続可能性のある経営を実現

４ 目指すべき姿に向けた施策展開

■ 現 在 の 課 題

（具体的な課題）

• 大企業に比べて生産設備に関する情報や導入資金が十分でない状況をどう克服するか

• 中小企業に対するＩＣＴ技術等の活用をどのように促進していくか

○中小企業において、生産性向上に向けた取組が進まず、大企業との労働生

産性の格差が拡がっている

≪大企業と中小企業の労働生産性の推移≫
（単位：万円）

400
500
600
700
800
900

1,000
1,100
1,200
1,300
1,400

中小企業 製造業
中小企業 非製造業
大企業 製造業
大企業 非製造業

格差が拡大傾向

資料 財務省「法人企業統計」より東京都作成

このグラフで大企業は資本金10億円以上、
中小企業は資本金1億円未満の企業をいう。
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○営業力が十分ではない中小企業にとって、消費者や流通の動向変化に対応

することは容易ではない場合が多い

（具体的な課題）

• 顧客のニーズを的確に捉えるための機会や場をどのように確保していくか

• 新しいマーケティング手法や流通形態への対応をどう進めるか

≪都内中小企業がH30年に取り組む内容≫
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％

資料 東京都「東京都中小企業の景況（平成30年2月調査）」
より東京都作成

○人件費や原材料価格の高騰に見合うコストを適正に販売価格へ転嫁できな

いなど、厳しい経営環境に晒されている

（具体的な課題）

• 経営判断を行うための情報をどう幅広く確保していくか

• 公正な商取引や市場競争をどのように維持していくか

• 下請けによる受注以外の仕事をどう増やしていくか
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≪前月比仕入れ単価ＤＩの推移≫

資料 東京都「東京都中小企業の景況」より東京都作成
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≪後継者候補がいない企業の状況≫

出典 中小企業庁「2017年版中小企業白書」

○世界で頻繁に発生している大規模な自然災害や、セキュリティが脆弱な中小

企業へのサイバー攻撃等に対する対策が十分に進んでいない

（具体的な課題）

• 大規模な自然災害に備え、事前の対策をどのように整えていくか

• ＩＣＴ技術の進展に伴い中小企業でもサイバー攻撃のリスクが高まる中、正確な知

識に基づく実践的な対策をどう促進していくか

○経営者の高齢化が進む中、後継者を見つけていないほか、承継はまだ先の

ことと考える場合が多く、いわゆる「大廃業時代」の到来が懸念されている

（具体的な課題）

• 将来の承継を早期に見据えた事業の展開や経営の改善をどう促すか

• 会社経営やその技術力などの存続に向け、幅広い承継のしくみづくりをどのように

して進めるか
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50億円以上
策定済み

策定中

策定を検討

ＢＣＰを知っているが、

策定は未検討

ＢＣＰについて

よくわからない

無回答

≪従業員規模別に見た中小企業のBCPの策定状況≫

資料 （公財）東京都中小企業振興公社調査より東京都作成

（売上高規模）
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① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上

労働力人口の減少に備えて中小企業が生産性の向上を図るためには、技術革新

のスピードに乗り遅れることなく、個々の企業に最適な設備投資とりわけＩＣＴ

技術を早急に導入してデジタル化社会に対応していくことが重要である。

ＩＣＴ機器導入のきっかけとなる機会や場を提供するとともに継続的なＩＣＴ

技術の利用に向けた社内態勢のレベルアップを支援するなど中小企業のデジタル

化を重点的に推進する。また、大企業並みに労働生産性を引き上げることを目指

し、具体的な数字で目標を共有できるベンチマーク手法も活用しながら計画的な

設備導入などをサポートする。

② 販路開拓の強化

ＩＣＴ技術の広がりなどにより消費者の価値観や流通構造は多様化している。

中小企業が既存の取引先や従来の販売ルートだけではなく、絶えず新たな販路の

開拓に取り組めるよう後押しすることが必要である。

取引先や顧客のニーズの変化に的確に対応した販路開拓ができるよう、見本市

への出展や会社のＰＲ強化をサポートする。また、ＥＣ（電子商取引）の活用な

ど多様な営業手法を取り入れられるようマーケティングの専門家も活用しながら

支援する。

経営マネジメントの強化

【方向性の体系】

① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上

② 販路開拓の強化

③ 経営の安定化に向けた基盤づくり

④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進

⑤ 円滑な事業承継のためのサポート

■ 施 策 の 方 向 性
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③ 経営の安定化に向けた基盤づくり

法制度の改正や世界経済の影響などにより経営環境が急速に変化した際に、経

営資源が十分に確保できないことの多い中小企業が、安定して経営を続けていく

ためには、きめ細かい経営支援や公正な商取引のできる環境を提供することが必

要である。

日々発生する経営課題を解決するため、中小企業の関係団体とも連携して新し

い情報やスキルを迅速に提供する。また、下請企業の振興を着実に図るため、商

取引が公正な形で行われるよう各業界団体等とも協力してルールの徹底を推し進

めるほか、技術やサービスの高度化等による多様な販路の確保を後押しする。

④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進

経営を取り巻く環境には様々なリスクが潜んでいることを踏まえ、中小企業の

危機管理に対する認識を高め対策が進むよう後押しする。また、甚大な被害が発

生した際に、個々の企業のみならずサプライチェーン全体への影響を最小限に抑

えるための事前の準備を後押しする必要がある。

大規模な地震などの自然災害が発生した場合に、自社のダメージを早期に回復

し、事業を継続できるようＢＣＰ（事業継続計画）の策定を支援するなどのサ

ポートを進める。また、ＩＣＴ技術の進展により増加するサイバー攻撃に対し、

セキュリティ対策が円滑に進むよう分かりやすく普及啓発を行うとともに必要な

設備の導入を支援する。

⑤ 円滑な事業承継のためのサポート

経営者の高齢化により会社の存続が困難となる深刻な状況を克服するために

は、中小企業を支える関係機関がその力を十分に発揮して、普及啓発から承継後

のサポートまでの取組を総合的に実施していくことが急務となっている。

経営者等に事業承継の必要性を広く伝えるほか、可能な限り早い段階から次の

経営者への引継ぎに向けた取組が進むよう各関係機関が協力してサポートを進め

る。また、親族以外への承継も含めて円滑に事業を承継できるよう実行段階や承

継後のフォローアップなどについてもきめ細かく支援していく。

経営マネジメントの強化

■ 施 策 の 方 向 性
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① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上

（ＩＣＴ化の推進による生産性の向上）

ＩＣＴ技術は高度で取り入れることが難しいと感じている中小企業が、その導

入の効果を実感できるようＩＣＴ機器やシステムなどについて分かり易く伝え

る場の提供を検討する。

ＩＣＴやロボット等の最先端技術を活用した機器等を円滑に導入できるよう、

ＩＴコーディネーター等の専門家が職場の状況などを診断し、計画の策定をサ

ポートするとともに、ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーション

※）等のより先進的なＩＣＴツールの導入を推進する取組を検討する。

※RPA：認知技術（機械学習、ＡＩ等）を活用した業務の効率化・自動化

サービスや小売などの業態において、顧客データ等の収集や分析は生産性の向

上に不可欠であるが、中小企業者にはそのための人材やノウハウが不足し、対

応が困難な場合も多い。これらの事業者に対してＩＣＴ技術による顧客データ

の活用等に関する各種セミナーを実施するとともに、規模や業態に応じたモデ

ル事例を広く発信する。

ＩＣＴを活用した生産性向上や技術・技能の継承に取り組む中小企業団体等を

支援するため、団体向けセミナーを開催するほか、団体が行う研修会や、マ

ニュアルの作成等に係る費用を助成する。

中小企業におけるＩＣＴ技術等を活用したデジタル化の一層の推進に向けて、

国の法制度や新たな技術革新の情報を収集するとともに、業界でのＩＣＴに関

する標準的なルールの分析などを進めながら必要となる対策を検討する。

（設備の導入による生産性の向上）

生産性の向上とともに技術やサービスを高度化し、競争力の強化や成長産業分

野への参入などを目的とする機械設備等についてもその導入経費の一部を助成

する。

■ 当 面 の 施 策 展 開
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（生産性の向上への総合的な支援）

生産性向上のヒントとなる最適なノウハウや情報を容易に収集できるよう、セ

ミナーやポータルサイトなどによる情報提供の場を設けるとともに、生産性向

上に関する経営の専門家による相談窓口の設置や経営診断なども実施する。

② 販路開拓の強化

（見本市への出展支援）

新たな販路の開拓により中小企業の経営基盤を強化するため、見本市や展示会

への出展に係る助成を行うほか、出展後も継続して製品等をＰＲできるような

サポートを検討する。

九都県市などと連携し、首都圏の中小企業の優れた技術や製品を展示する展示

会の場などを活用して、一層の販路拡大や企業間連携を実現し、新たなビジネ

スチャンスを作り出していく。

（広域的な連携による商談会の開催）

新たな取引先を確保するため、国内の各地域と連携し、それぞれの強みを活か

しながら中小企業同士の受発注や連携・交流ができるよう合同商談会などを実

施する。

（国際展示場等の運営）

国内外からのアクセスに優れ、国際的な見本市などが開催される東京国際展示

場と東京国際フォーラムの機能を最大限活用し、中小企業の販路開拓や企業間

連携にとってより効果的な展示会等の場を提供する。

（多様な営業手法の取り込み）

中小企業の優れた商品などを紹介し、商社やメーカーとの取引の実現を後押し

するため、営業の経験豊富な大企業のOB等の持つネットワークや情報を活用

したマッチング支援などを実施する。

自社の「強み」や「売り」を十分にＰＲできていない中小企業に対し、マーケ

ティングの基礎知識やプロモーション戦略の策定、さらには具体的な事業展開

までを体系的に学ぶ機会を提供し、一層の販路拡大につなげる。
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様々なチャネルを活用し、新たな販売ルートを作り上げることのできるよう、

中小企業と通信販売業者等とのマッチングを行うなど、メディアを活用した商

品の販売等を支援する。

東京2020大会等を契機として中長期にわたり様々なビジネスチャンスが見込

まれる中、受発注取引のマッチングサイトの運営や展示会への出展支援等を通

じて、全国の中小企業の受注機会の拡大や販路開拓を支援する。

③ 経営の安定化に向けた基盤づくり

（経営基盤づくりへの総合支援）

金融、法律、ＩＴ関連などの各種専門家のノウハウを積極的に活用し、窓口で

の相談や現場への派遣等により、中小企業の様々なニーズにワンストップで対

応する総合支援サービスを提供する。

中小企業が、生産性向上や人材確保・育成などの重要な経営課題を認識し、持

続的に経営改善を進められるよう、経営診断や専門家派遣により課題の発見か

ら解決までを一貫して支援する。

（顧客等からの著しい迷惑行為への対応の支援）

顧客等からの著しい迷惑行為を受ける中小企業に対して、専門家による相談窓

口を通じて適切な対処方法等に関する情報を提供するとともに、その実態をき

め細かく把握して必要な対応を検討する。

（団体の取組への支援）

業界の活性化に向けて課題解決に取り組む中小企業団体等に対して、コーディ

ネータ派遣や経費助成などを行い、事業計画の策定から実施までを一貫して支

援する。

（下請企業の振興）

下請取引に係る紛争を迅速かつ効果的に解決するため下請取引紛争解決セン

ター※の運営により、弁護士などによる相談及び調停を進めていく。

※下請取引紛争解決センター：下請取引に係る紛争解決のため、都道府県が国

からADR（取引改善指導）認証を取得して設置する機関35



④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進

（事業継続へのサポート）

中小企業が自然災害等の発生に備えた事業継続計画（ＢＣＰ）の必要性を理解

してその導入に取り組むことができるよう、講座やセミナーを開催するととも

に、個別コンサルティングによりＢＣＰの策定を支援する。

中小企業が策定したＢＣＰが機能するよう、自然災害等の不測の事態が生じた

場合に備えるための事前準備や施設・機器等の整備など、様々な取組段階に応

じた支援を行う。

グローバル化や情報化の進展、取引構造の変化等により生じる様々なリスクに

対応できるよう、中小企業団体のネットワークを通じたセミナーや研修等によ

りリスクマネジメントの重要性を普及啓発していく。

（サイバーセキュリティ対策の推進）

中小企業向けにサイバーセキュリティに関する緊急性の高い情報等をポータル

サイトで発信するほか、中小企業の支援機関等とともにサイバーセキュリティ

に関する各種の相談対応を行う。

中小企業が、社内や取引先企業と共有している様々な情報の保護に必要なサイ

バーセキュリティ対策を実施するための経費の一部について助成を行う。

取引適正化に係る専門の相談員を配置し、巡回による取引改善の指導や法令等

に関する講習会を実施するほか、業界団体等と連携した協議会等も開催し、情

報の共有等を進める。

下請企業の取引先の拡大に向けて、受発注の情報提供や専門展示会への出展支

援に加え、商談会を開催するとともに、技術やサービスの高度化、高付加価値

化に対応する技術開発等に要する経費の一部を助成することで競争力の強化等

を支援する。
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⑤円滑な事業承継のためのサポート

（事業承継に向けた早期からの取組）

事業承継に向け、早期に計画的な準備を進めることができるよう、承継が必要

な企業に対する巡回や訪問による相談対応を行うほか、経営者向けに税制度な

ど専門的な知識を提供するセミナー等を実施して、幅広い普及啓発の活動に取

り組む。

（事業承継の実行に向けたきめ細かい支援）

小規模企業にとって単独では解決が難しい事業承継等の相談に対応するため、

都が地域の経済団体等と共同で設置した支援拠点により、専門家派遣の実施な

どを行い、小規模企業等が事業を次世代に引き継ぎ、業態の転換等を図りなが

ら地域で持続的な発展ができるよう支援する。

事業承継に取り組む企業に対して、課題解決の提案・アドバイスや、外部専門

家を活用した承継計画の作成と実行の支援を行うほか、承継計画の実施に向け

た助成などについて検討する。

（事業承継のための金融支援）

事業承継期にある中小企業が円滑な承継を行えるよう、各事業者の状況を詳し

く理解している地域金融機関の力を活用した支援の充実を進める。

成長の可能性を持つ中小企業の事業承継を円滑に進めるとともに、承継を契機

とした次なるステージへの成長を促進するため、ファンドへの出資を通じて、

経営ノウハウの提供など、資金と経営の両面から支援を実施する。

（親族外への承継に対する支援）

優れた技術やサービス提供のノウハウなどを有する中小企業が後継者の不足に

より廃業することを抑えるため、M&Aの後押しなど、親族以外への承継に対す

る支援を強化する。
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中小企業がデジタル化やＩＣＴ技術など次世代のものづくりに欠かせない手段

を効果的に活用しながら、創意工夫によりそのポテンシャルを存分に発揮し、

次々と新たな製品開発や付加価値向上の取組に挑戦している。

東京に集積する多様な主体の力を結び付けるオープンイノベーションが一層

進んでおり、それにより中小企業が革新的な製品やサービスを創出している。

都内中小企業のイノベーションにより開発された製品やサービスが、世界中で

社会的な課題の解決に貢献している。

中小企業が積極的に海外展開を進めることで国外のマーケットで幅広く事業を

展開し、グローバルな活躍をしている。

（２） イノベーション創出や海外展開による力強い成長

（具体的な課題）

• ロボット、ＩｏＴ、ＡＩ等の技術開発に関する最新の知見の確保や実用化をどのよ

うに進めるべきか

• 世界をリードする製品の中に東京の中小企業の技術力をどのように活かしていくか

○国際競争が激しくなる中、絶え間ない技術革新への取組がものづくりの分野

では必要不可欠となっている

≪先端技術への対応≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

■ 現 在 の 課 題
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（具体的な課題）

• 優れた技術を有する中小企業の製品開発をどのように後押しするか

• 中小企業の製品等の魅力をどのように高めていくか

• 市場の動向やニーズを的確に把握し、新しいサービスやビジネスモデルを生み出す

中小企業をいかに後押ししていくか

≪従業員規模別売上高に占める研究開発費≫

出典 文部科学省 科学技術・学術政策研究所
「科学技術指標2017」

○社会経済環境の変化を新たな事業展開のチャンスと見極めることができず、新

しい発展の機会を逃してしまうことがある。また商品の性能や品質は優れてい

るものの、デザイン面などの付加価値に目が向けられていない場合もある

（具体的な課題）

• 中小企業を含め様々な主体によるこれまでにない製品やサービスの開発を可能とす

る連携のしくみをどう構築するべきか

• 東京の産業に波及効果のあるスケールの大きな開発を可能とするためにはどうすべ

きか

○オープンイノベーションの機運は高まっているものの、中小企業にとって研究

開発を協力して行う相手先を見つけることが難しい場合が多い

出典 東京都 「グラフィック東京の産業と雇用就業2018」

≪大学と民間企業の共同研究実績≫
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○東京が抱える都市課題の解決へのニーズは拡大しているが、それに対応し

た製品開発に向け中小企業の優れた技術を活かす取組は十分に進んでな

い

（具体的な課題）

• 中小企業の優れた技術を活かすために、どのような分野における開発を後押しして

いくか

≪中小企業が関心のある新事業分野≫
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資料 中小企業庁「2017年版中小企業白書」より東京都作成

○ 国内市場の縮小が見込まれる中、中小企業には海外市場に進出するため

の情報やノウハウなどが不足している

（具体的な課題）

• 中小企業がマーケットの動向や現地の情報を正確に把握して、様々な状況に応じた

販路の開拓をどう円滑に進めていくか

• 東京の持つ強みであるクリエイティブな力を、どのようにものづくりの付加価値向

上につなげ、世界市場の中で存在感を発揮できるようにするか

≪国・地域別ＧＤＰの推移（世界）≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」
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① 次世代型ものづくりのサポート

世界の技術革新の進展は目ざましく、製品開発のための設備や機器が日々進歩し

ているなか、都内中小企業が競争力を持ち続けるためには、こうした最新技術に対

応したものづくりをサポートできる態勢を整える必要がある。

中小企業がロボットやＩｏＴのシステム、３Dプリンターなどの新たな手法を活

用した製品開発や生産を進めることのできるよう、最新の技術情報を提供するとと

もに、実証実験や検証作業を円滑に進めるための態勢も充実する。また、東京が誇

る基盤技術の高度化に向け重点的なサポートも確実に実施していく。

② 革新的な製品やサービスの創出への支援

革新的な製品やサービスの開発を目指す中小企業にとって、資金面や開発態勢、

他の製品等との差別化や知的財産の保護など、クリアすべき高いハードルがあり、

それらに対応した適切なサポートを行うことが不可欠である。

中小企業が独自の技術力を活かして製品開発ができるよう、開発のステージに応

じたきめ細かい支援を行うとともに、知的財産を活用した戦略的な事業展開やデザ

インを活かした付加価値の向上への取組を進めていく。また、ICT技術を活用した

デジタル化の進展などにより、人々の生活や社会が大きく変わる機会を捉えて、中

小企業がこれまでにない新しいサービスやビジネスモデルを構築することができる

よう人材の育成やノウハウの提供などのサポートも展開する。

中小企業の成長戦略の推進

【方向性の体系】

① 次世代型ものづくりのサポート

② 革新的な製品やサービスの創出への支援

③ オープンイノベーションの促進

④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援

⑤ 中小企業の海外展開への後押し

■ 施 策 の 方 向 性
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③ オープンイノベーションの促進

中小企業のオープンイノベーションを促進するためには、都が行政としてのハブ

機能を発揮して産学公の連携を強化することにより、大都市東京の強みである多様

な主体の集積を活かした協力や交流を活発化していく必要がある。

中小企業が大企業や大学・研究機関だけでなくユーザーなどとも連携した研究開

発を進められるよう、マッチングの機会を数多く設けるなどオープンイノベーショ

ンを一層促進する。また、大企業の持つ販路や人材、資金等の経営資源や研究機関

の持つ知見等と中小企業の技術力とを結びつけた革新的な大型プロジェクトを生み

出すなど、都内経済を牽引する製品・サービスを創出するための重点的な支援も実

施する。

④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援

都市が抱える課題は、東京のような大都市で先鋭的に現れ、その解決に対する

ニーズもマーケットも共に大きい。このようなニーズに対応しマーケットに早期に

参入することは、優れた技術を持つ中小企業にとって、大きなビジネスチャンスと

なる。

健康・医療や環境といった東京の都市課題を解決する製品開発やサービス提供を

行う中小企業に対して、市場の特性や参入の障壁となる課題を整理して解決策を提

供するなどの積極的な支援を展開し、中小企業の成長と持続可能な社会づくりの両

立を実現する。

⑤ 中小企業の海外展開への後押し

東京の中小企業が自社の持つ強みを活かしながら海外需要を効果的に取り込んで

いくためには、法律や商習慣などが異なる各国の状況に適した海外展開を戦略的に

進めることが必要である。

アジア地域をはじめ今後成長が見込まれる世界市場へ進出する中小企業に対し

て、現地の情報を提供するほか、輸出のみならず企業間連携や海外現地での拠点づ

くりまで含めた多様な海外展開へのサポートを行う。また、ファッションやコンテ

ンツの分野などで将来有望なクリエイターの力を伸ばし、その海外進出をサポート

する。

中小企業の成長戦略の推進

■ 施 策 の 方 向 性
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（デジタルエンジニアリング※への支援）

３ＤのＣＡＤやスキャナー等により設計データの作成を支援するとともに高機

能な３Ｄプリンターやレーザーカッター等を整備して様々な製品や部品の試作

を支援するなど、中小企業の製品開発プロセスのスピード化等を後押しする。

※デジタルエンジニアリング：ICT技術により電子データを効果的に活用する

ものづくり

自動車産業におけるCASE※の進展に象徴される産業の構造変化に対応すると

いった次代のものづくりに取り組む中小企業に対して、アイデアを形にする試

作やその製品化などを短い期間で進めることのできる支援を検討する。

※CASE：これからの自動車産業で重視される４つのトレンド

Connectivity（ツナガル）Autonomous（自動化）Shared &Service

（共有・サービス） Electric（電動化）の頭文字を組み合わせたもの

（ＩｏＴやＡＩ等を活用した製品開発への支援）

ＩｏＴに関する基本的知識や活用事例を紹介するとともに、ＩｏＴ関連製品や

システムの試作や製品の性能評価などを実施するＩｏＴ支援サイトの運営によ

り、ＩｏＴやＡＩ等を活用した製品開発を加速化する。

（ロボットに関する開発の後押し）

生産性を高めるほか、日常生活において人の傍らでサービス提供するロボット

に関する技術の開発等を後押しするための拠点により、基盤研究や安全性の検

証のほか、事業化に向けたサポート等を展開する。

（航空機産業への参入支援）

先端技術を活用することが不可欠な航空機産業での技術開発に中小企業が参入

して事業を拡大することのできるよう、高度な技術で精密な部品を作り上げる

ことのできる中小企業をクラスター化して、その事業展開をサポートする。

① 次世代型ものづくりのサポート

■ 当 面 の 施 策 展 開
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（先端材料を活用した製品開発への支援）

CFRP※などの複合素材や機能性材料を活用した新製品・新技術の開発を支援す

るとともに、今後の成長が期待されるヘルスケア産業への中小企業の参入を促

すため、バイオ技術等を活用した高付加価値製品の開発の支援を検討する。

※CFRP：Carbon Fiber Reinforced Plasticsの略。炭素繊維とプラス

チック素材を組み合わせた軽くて高強度の新素材

（新たな製品の開発に対する総合支援）

中小企業の積極的な製品や技術の開発を後押しするため、事前の検証から具体

的な開発、製品の改良や認証の取得など、開発の様々な段階に応じて必要とな

る経費の一部を助成する。

中小企業の製品開発における技術的な課題の解決を図るため、幅広い分野の専

門技術者による相談体制を整えるとともに、企業からの依頼に基づいて、国際

規格などにも対応した製品の品質や性能の評価を適切に実施する。

中小企業の新しい製品やサービスの創出を担う人材の育成を推進するため、技

術開発の動向や、国際化への対応などをテーマとするセミナーや実践的な講習

会を開催する。

（先端設備の導入によるイノベーションの促進）

生産性の向上とともに技術やサービスを高度化し、競争力の強化や成長産業分

野への参入などを目的とする大型の機械設備等についてもその導入経費の一部

を助成する。【再掲】

（新たなビジネスモデルの創出支援）

新たなビジネスモデル等を企画する中小企業等に対し、専門家がその事業の存

続や発展の可能性について評価するとともに、その具体的な取組に助言を行う

支援により、ポテンシャルの高い企業を発掘し、総合的な支援を行う。

② 革新的な製品やサービスの創出への支援
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（オープンイノベーションの促進）

多摩地域のイノベーション創出のため、中小企業が大手企業や大学とマッチン

グする交流会やネットワークづくりのための勉強会を開催するとともに、産学

公連携による製品開発への後押しを検討する。

将来の都内産業を牽引する技術や製品の開発を促進するため、ポテンシャルの

高い中小企業等による連携体をつくり上げ、オープンイノベーションを活用し

た高度な開発に向けて必要となる経費の一部を助成する。

③ オープンイノベーションの促進
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サービス産業における新たなビジネスモデルの創出などに取り組む中小企業に

対して、事業計画の策定から資金確保までを、きめ細やかに切れ目なく支援す

ることにより、早期の事業化を図る。

（革新的な製品やサービスの発信）

中小企業の事業の拡大を後押しするため、革新的で将来性のある製品やサービ

スを表彰する。また、優れた新商品等を都として認定したうえで、試験的に活

用し幅広く紹介する。

（知的財産の活用等の促進）

中小企業が知的財産に関して正確に理解し、その保護や活用を適切に行うこと

のできるよう、相談や情報提供を行うとともに、大企業などが一般の利用を可

能とするため開放した知的財産を活用した製品化を支援する。

（デザインを活かした取組への支援）

中小企業の製品の差別化を進めるため、造形や色彩等を含め、製品の競争力を

向上させる「デザイン」の活用を推し進めるため、デザイナーとのマッチング

等を通じた支援を展開する。



④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援

新たな発想や優れた技術力を持つベンチャーや中小企業が、資金や人材、販路

等を有する大企業と連携して革新的な製品やサービスを創出する大規模プロ

ジェクトを支援し、幅広い産業に波及効果を持つ新たなビジネスを生み出して

いく。

（新たなイノベーション機能）

技術革新などにより都内中小企業を取り巻く環境が大きく変化する中、中小企

業がそのポテンシャルを発揮し、新しいイノベーションを生み出すことのでき

るよう、国内外の他都市の状況を踏まえて必要な支援について検討する。

（東京の都市課題を解決する産業分野への参入）

中小企業が持続的な成長が見込まれる医療機器産業に参入できるよう、機器の

製造と販売ができる会社や病院等の機関とのネットワークの形成を支援するほ

か、国際的にも通用する先端機器の開発をサポートする。

高度防災都市の実現に向けて、中小企業が開発した、都市の防災力を高める新

規性の高い優れた製品等の迅速な実用化とその幅広い普及を支援する。

海洋のプラスチックごみ等が社会問題化していることを踏まえ、中小企業によ

る再生可能な原材料を使用したプラスチックの代替品の研究開発を進め、製品

の量産化や事業化に向けた支援を検討する。

⑤ 中小企業の海外展開への後押し

（海外展開に向けた総合支援）

海外展開の計画づくりや販路開拓に係るハンズオン支援に加え、海外展示会へ

の出展や人材育成のサポートなど、総合的な支援を行う。

（アジア地域への進出に向けたきめ細かい支援）

中小企業者が海外で取引を継続・拡大させていくためには、現地の法律や商習

慣に関する情報収集等が不可欠であることから、経済成長の著しいＡＳＥＡＮ

地域の拠点の機能を高め、経営相談等の支援の充実を図る。
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中小企業が、輸出のほか生産委託や技術連携が進むよう支援を行うとともに、

海外拠点の設置などの動きに対応した支援の充実に向け、現地での人材の確保

などを検討する。

中小企業の新たな販路開拓の可能性を探るため、インターネットを通じたeコ

マースによる販売の伸びが高いアジア市場をターゲットとし、越境EC※を活用

した仕組みを取り入れることができるようサポートする。

※越境ＥＣ：インターネット通販サイトを通じた国際的な電子商取引

中小企業における知的財産戦略の策定を支援するとともに、国際出願等に係る

経費の一部を助成する他、今後の増加が想定される海外での特許を巡る係争に

対するサポートを検討する。

（今後の成長が見込まれる世界市場への進出支援）

技術力のある中小企業が医療機器産業において事業を拡大できるよう、海外の

医療展示会への出展支援や現地企業等との商談のサポートを展開する。

中小企業がスポーツ産業など海外でも成長が見込まれる分野で積極的に力を発

揮できるよう、海外での展示会への出展支援や現地企業等とのネットワークづ

くりなどの支援の充実を検討する。

（クリエイターの育成）

東京の伝統工芸産業の振興に向け、国内外から高く評価されている職人とデザ

イナーとの共同開発や国際的に通用する優れた人材の育成等を支援するととも

に、こうした取組を国内外に発信して東京のブランド力の強化を図る。

ファッション分野において、ポテンシャルの高いデザイナーの世界展開等を支

援し、国際的に活躍するデザイナーの成功モデルを創出するとともに、幅広い

層へ東京のファッションの魅力を幅広く発信することを検討する。

東京のアニメーション制作の国際競争力の強化を図るため、海外の商習慣を踏

まえ、ビジネスに結び付けるセミナーを実施するほか、国際的なアニメ見本市

への出展を支援する。
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アントレプレナーシップ（起業家精神）に対する理解が東京に定着し、起業家

を目指す人材やそれを支える様々な主体が増えるなど、若者から女性、シニア

まであらゆる層での起業が活発化している。

ベンチャー企業が創業後も着実に成長して多くの雇用や新たな製品・サービス

を生み出し、起業家を目指す人のロールモデルになるとともに、世界で活躍す

るスタートアップ企業が東京から次々と創出されている。

多くの女性起業家等が、女性ならではの視点や発想を活かして経営に参画する

ことで、女性の活躍が一層進むとともに都内企業の競争力が高まっている。

（３） 世界有数の起業しやすい都市へと発展

（具体的な課題）

• 中長期的な将来を見据え、開業率を欧米に並ぶ10%を超える水準に引き上げる基盤

をどう作り上げるか

• 創業の可能性や意向のある人材が具体的な行動に踏み出すためには、どのようなし

くみが必要か

○これからの企業経営の担い手となる起業家を数多く生み出すためのしくみや

基盤が十分にできていない

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

≪東京・全国の開廃業率≫

■ 現 在 の 課 題
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（具体的な課題）

• 経営や事業を大きく伸ばすノウハウが十分でないベンチャー企業が発展するには、

どのようなしくみが必要となるか

• 様々な特徴を有する民間等のインキュベーターが数多く存在する東京の強みを効果

的に活用することができないか

○創業者の属性や創業時に直面する経営課題が多様化する中で、その発展に

必要な知識やノウハウを確保するのは容易でない状況がある

（具体的な課題）

• 海外市場への参入に意欲的なベンチャー企業が東京の経済成長をけん引する中心的

な存在として成長するにはどのような取組が必要か

○世界のベンチャー先進都市に比べて、グローバル展開を目指すベンチャー企

業が次々と生まれる状況が進んでいない

≪ベンチャー投資の国際比較≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

≪開業時苦労したこと及び現在苦労していること≫
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（具体的な課題）

• 東京で創業したベンチャー企業が相互に影響を及ぼしながら発展するというムーブ

メントを、行政としてどう高めていくか

○労働力人口の減少が見込まれる中、多様な経営人材の活躍が必要となって

いる

≪女性管理職の割合・国際比較≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」

○東京の特色を踏まえた創業のムーブメントが高まっていない

（具体的な課題）

• 多くの女性が積極的に創業や企業経営に取り組むためのロールモデルや成功事例を

どのように生み出していくか

• 未だ数が少ない女性経営者の直面する課題の解決をどう効果的に支援するか
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【方向性の体系】

① 創業が身近な選択肢となる環境の形成

② ベンチャー企業の育成支援

③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く生み出す重点的な支援

④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し

⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援

起業エコシステムの創出

① 創業が身近な選択肢となる環境の形成

事業所数の減少傾向に歯止めをかけ、中小企業が将来にわたり産業の中心的な担

い手として発展し続けるためには、都が率先的に起業の機運を高めていくためのし

くみづくりを進めることが重要である。

学校教育の段階から起業が将来の選択肢の一つであることを学ぶ「起業家教育」

に目を向けるなど、創業が数多く行われる機運醸成のための裾野を広げる。また、

普段の生活の中で考えついた着想を起業に気軽に結び付けるなど、創業が身近に感

じられるよう総合的なサポートを展開する。

② ベンチャー企業の育成支援

ベンチャー企業には、都内経済の担い手として持続的な成長を遂げることが期待

されるものの、起業後のステージや起業家の属性などによって様々な課題があり、

こうした状況に応じた適切なサポートが求められる。

起業プランの策定から事業の拡大期までの創業の様々なステージに即して、知

識・ノウハウの習得や資金調達などの支援ニーズについてきめの細かい対応を行う

ほか、これからの起業の担い手として可能性の大きい女性や高齢者について、各々

の直面する課題を乗り越えられるようサポートする。また、こうした多様化する支

援ニーズなどに十分対応していくため、様々な特色を持つ民間のインキュベーター

が集積するメリットをより効果的に発揮できるしくみづくりを進める。

■ 施 策 の 方 向 性
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③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く生み出す重点的な支援

起業家が創業後の早い段階から国内の市場に留まることなく、世界的な広がりの

あるマーケットに進出していくことは、都内経済の活性化にとっても重要な取組で

あるため、積極的な後押しをすることが必要である。

東京のベンチャー企業が世界を舞台として活躍できるよう、認知度の向上や、資

金調達に向けた後押しを強化する。特に海外での取引先となる大企業のほか、ＶＣ

（ベンチャーキャピタル）等とのネットワークづくりに向けたサポートを重点的に

行う。

④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し

海外と比較すると女性管理職の登用は未だ増加の途上であり、女性の起業家や経

営者としての力の発揮に向けた支援が不可欠である。

女性起業家の育成、特に、世界の市場における販路の拡大など、企業規模の飛躍

的な拡大につながるサポートに力を入れていく。また、女性の経営者が抱える様々

な課題の解決に向けたしくみづくりを進める。

⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援

東京における創業が中長期にわたり一定のレベルとボリュームを維持しながら展

開することが、これからの産業の担い手づくりに不可欠となる。

そのため、創業に向けた機運を高めるための発信を行いながら、起業を目指す人

材や起業後のベンチャーなどに対して、経営や技術など様々な面からの集中的なサ

ポートを年間1,000件程度実施する態勢を継続し、起業エコシステム※の確立を目

指す。

※起業エコシステム：ベンチャー企業、投資家、メンター、ベンチャーキャピタル

など様々な立場の人たちが繋がり、必要な機能を提供し合うしくみ

起業エコシステムの創出

■ 施 策 の 方 向 性

52



（起業家教育の推進）

起業に対する関心を諸外国並みの水準にまで高めるため、将来の職業を選ぶ際

に起業が選択肢に入るよう学校教育の段階における起業家教育の導入の支援を

検討する。

（ビジネスプランコンテストの開催）

次世代の産業を担う若者から広くビジネスプランを募り、ビジネスプランコン

テストを実施するとともに、そのプランのレベルを高めるサポートも行い、起

業への関心と意欲を喚起する。

（総合的なサポート）

起業に関心ある都民が気軽に立ち寄ることができる支援の場を通じて、創業に

関する相談や交流スペースの提供等により、創業希望者の掘り起し等の支援を

行うとともに、創業予定者等に対し、創業支援の場を通じて事業計画の策定の

サポートや専門相談、セミナー等を実施して、事業化までをワンストップで支

援する。

開業率を高める余地の多い多摩地域において、創業希望者の掘り起しや起業に

向けた各種支援を行うため、新たに多摩地域における創業支援拠点の整備を検

討する。

① 創業が身近な選択肢となる環境の形成

■ 当 面 の 施 策 展 開

（設立段階でのサポート）

先端的なものづくり企業や、都内に集積する成長分野の企業に対し、低廉な賃

料のオフィスの提供やインキュベーションマネージャーによる経営支援を実施

する。

資金調達が厳しい状況にある創業予定者や創業間もない会社などに対し、従業

員の人件費やオフィスの賃借料等、創業期に必要な経費の一部を助成する。ま

た、起業家による新たな空き家の利活用モデルを作り出す取組を実施する。

② ベンチャー企業の育成支援
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（アクセラレーターの活用）

都の政策課題に関連する事業分野に取り組むベンチャー企業などに対し、先輩

の起業家等から短期間で集中的に支援を受けるとともに、起業家同士が切磋琢

磨できる機会と場を提供する。

（女性や高齢者などへの起業支援）

女性・若者・シニアによる地域に根ざした創業を支援するため、信用金庫や信

用組合を通じた低金利・無担保の融資と地域創業アドバイザーによる事業計画

への助言や創業後の経営サポートを組み合わせて提供する。

超高齢社会の到来に伴い今後ますます増加が見込まれるシニア層に対して、定

年退職後等の活躍の場が広がるよう、創業支援に関する効果的な施策を検討す

る。

（民間インキュベーション施設へのサポート）

都内に点在する様々な強みを持ったインキュベーターの一層の連携強化を見据

えながらその着実なサポートに向け、協力態勢を作り上げるために必要となる

経費の一部を助成し、創業予定者の発掘・育成から成長の促進までを一体的に

支援する。

民間等による創業支援施設の開設を後押しするため、一定の基準を満たす事業

計画を認定し、優れた取組に対しては、施設のレベルアップに必要な整備や運

営の費用の一部を助成する。
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（マッチング機会の提供）

ベンチャー企業が世界展開していくために必要な環境を整備するため、都内に

おいてベンチャーキャピタルや大企業等との出会いの機会の提供や支援団体と

のマッチングなどを実施する。また、海外においてベンチャー企業や投資家等

と交流することで新たなビジネスモデルの構築を支援するしくみを検討する。

（ベンチャーファンドを通じた支援）

ＩｏＴやＡＩなど先端技術を活用したイノベーションの創出やグローバルな活

躍を目指すベンチャー企業を後押ししていくため、ファンドへの出資を通じ

て、経営のノウハウの提供など、資金と経営の両面からの支援を実施する。

③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く生み出す重点的な支援

④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し

（飛躍に向けたサポート）

女性起業家としての成功のモデルを作り出すため、成長を目指すスタートアッ

プ企業の女性起業家に対して国内での育成プログラムや海外での派遣研修等を

実施する。

（女性経営者が抱える様々な課題への対応）

企業経営における女性の一層の活躍を後押しするため、その直面する課題の解

決に向けた相談態勢の整備のほか、経営者として必要な知識等の習得やネット

ワークづくりなどに向けた施策を検討する。

⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援

（着実な起業支援の展開）

創業への関心を高めるために効果の高いＰＲや優れたベンチャー企業の発掘を

行うほか、経営や技術など様々な面からの集中的なサポートを年間1,000件程

度着実に実施し、起業エコシステムの確立を目指す。
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地域の産業の様々な主体が強固なネットワークを確立しており、都外エリアと

も活発な交流を展開するなど、自治体のエリアを超えた域外から多くの人や投

資を呼び込んでいる。

地域経済を支える小規模企業が、地域の支援機関等と手を携えながら持続的な

成長・発展を成し遂げているとともに、多摩・島しょ地域のポテンシャルが十

分に発揮され、各種の産業が活性化している。

地元の商店街が、切磋琢磨して魅力ある店づくりを行うことで多くの来街者を

呼び、賑わいを創出するとともに、コミュニティの核として地域の活性化にも

貢献している。

時代の先進的な技術等を踏まえた多様な金融手法が浸透するとともに、地域金

融機関等から中小企業の経営実態に即した円滑な資金調達が行われている。

（４） 小規模企業の活躍等による地域力の向上

（具体的な課題）

• 工場の都外への転出等による、中小企業の経営への影響をどのように抑えていくか

• 自治体の区域を超える企業間の広域的な交流をどのように広げていくか

○各地域では、事業承継をはじめ産業の創出やビジネスマッチングなど集積の

維持と発展に関する取組が必要となっている

≪今後区市町村が重点的に取り組んでいきたい支援≫
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

土地等の整備供給

土地の周辺住民や地権者との調整

交通アクセスの向上

土地情報等ワンストップサービス窓口の整備

土地取得に関する優遇制度

設備投資に関する優遇制度

人材確保に関する優遇制度

産学官連携等の新産業創造への取組支援

企業ビジネスマッチング支援

事業承継支援

事業再生支援

ＢＣＰ対策への支援

ＨＰ等での企業情報ＰＲ支援

その他 資料 東京都が平成30年1月に実施した
アンケートより作成

■ 現 在 の 課 題
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（具体的な課題）

• 小規模企業が抱える様々な経営上の課題をどのようにきめ細かく解決していくか

• 地域ごとの特色をどのようにビジネスに結び付けていくか

○地域経済の重要な担い手である小規模企業は経営基盤が脆弱であり、経営

環境の変化などの影響を受けやすく、経営が不安定である

（具体的な課題）

• 買い物客の動向を踏まえつつ、商店街が戦略を持って発展するためにはどのような

取組が必要か

• 商店街の持続的な発展をどのように進め、地域全体の活性化につなげていくか

○都内各地の商店街では、大型店との競合やネット販売の影響などにより売

上を伸ばすことができない店舗も生じており、地域コミュニティの核としての

役割を担う力が弱まりつつある

≪商店街の活性化に必要と考えること≫

出典 東京都「平成28年度東京都商店街実態調査報告書」

≪企業規模別構成比（東京）≫

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」
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（具体的な課題）

• 大規模工場の撤退などに伴う地域経済への影響が懸念される中、多摩地域において

産業を活性化するためのしくみをどう構築するか

• 島しょ地域における多様な資源を、地域の活性化にどのようにつなげていくか

○多摩エリアに集積する企業、大学、研究機関の力を十分に引き出して中小

企業との連携を図るほか、島しょエリアでは豊かな地域資源を産業振興に

結び付けるなど、地域経済を活性化していく必要がある

≪多摩・島しょ地域の産業の状況≫

出典 東京都「グラフィック東京の産業と雇用就業2018」一部加工

（具体的な課題）

• 中小の町工場や商店が、その実態をよく理解する地域金融機関等から必要な資金調

達を行っていく上で、どのような支援が必要か

○東京で活動する中小企業が様々な資金ニーズに応じて金融機関等から円

滑に資金調達を行えるよう、一層努めていく必要がある

≪業種別中小企業資金繰りＤＩの推移≫

出典 東京都「グラフィック東京の産業と雇用就業2018」
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【方向性の体系】

① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展

② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援

③ 商店街の活力向上のためのサポート

④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化

⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達

活力ある地域経済に向けた基盤整備

① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展

地域経済の活力が失われることのないよう、各地域における産業集積の維持と発展

に向けて、適切な支援を行っていくことが必要である。

工場集積の確保に努め、都内のものづくり企業が地域の社会と良好な関係を築き、

生産活動を継続できるよう、立地情報の提供や区市町村の産業施策と連携したサポー

トを行う。また、広域的に人・モノ・情報が行き交う支援拠点の整備を進める。

② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援

中小企業の約８割を占める小規模企業は、地域の特色を活かした事業活動を行い、

就業の機会を提供することにより、地域経済の安定や住民生活の向上、交流の促進に

寄与する存在であることから、持続的な発展を実現することが極めて重要である。

小規模企業が地域の関係機関等と協力しながら健全な事業活動が行われるよう、

「かかりつけ医」のような地域密着の支援体制を確保していく。また、地域資源の有

効活用や伝統工芸品産業の振興など、地域の特色を活かした産業振興にも力を入れ

る。

■ 施 策 の 方 向 性
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③ 商店街の活力向上のためのサポート

商店街は商業活動の場であるとともに、地域住民の生活と交流を支えるコミュニ

ティの核として不可欠な機能を有している。商店街の活性化は地域の活性化にもつな

がるため、その活力を引き出す支援が必要である。

各地域の商店街がそれぞれ創意工夫をこらして実施する戦略的な取組に対して、

ハードとソフトの両面から着実なサポートを実施する。また、店主の高齢化や後継者

不足により空き店舗が増加する現状を踏まえ、若者や女性など、新たなビジネスの担

い手による数多くの開業を促す取組を強力に進める。

④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化

東京の持続的な発展のためには、多摩地域や島しょ地域の持つ力を十分に活用する

ことが不可欠である。

中小企業が、多摩エリアの特色である大企業や大学、研究機関の集積や島しょエリ

アの豊かな自然などを活かして、新たな技術や製品・サービスの開発を行えるしくみ

づくりを進める。

⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達

中小企業にとって資金繰りは経営を支える重要な要素であり、経営の安定化や事

業の発展のためには、ニーズに対応した資金調達が行われることが不可欠である。

中小のものづくりの工場や様々な商店が、地域で日頃からの取引を通じて経営実態

を把握している地域金融機関等から、それぞれの抱える課題等に応じて円滑に資金調

達を行えるよう支援する。

活力ある地域経済に向けた基盤整備

■ 施 策 の 方 向 性
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（地域毎の集積の維持・発展のためのサポート）

地域産業の活性化に向けて、区市町村の作成する地域産業活性化の計画の実現

を後押しするため、地域内のネットワークを活用した自治体の様々な産業振興

施策に対するサポート等を行う。

ＩｏＴ等の先端技術を活用し地域の課題解決や地域産業の振興を図るため、区

市町村が中小企業と連携して先端技術を活用した実証実験を実施する取組等へ

のサポートを展開する。

（ものづくり企業の立地支援等）

住工混在により操業環境が悪化する中、ものづくり企業が地域と共生しながら

操業を継続することのできるよう、周辺環境に配慮した防音・防臭等の対策や

周囲のエリアとの調和などに取り組む企業を区市町村と連携して支援する。

ものづくり企業の減少や大規模工場の撤退などにより、地域の産業への影響が

懸念される中、都内への立地を希望する企業に対する物件情報の提供や支援施

策等の展開などにより、産業集積の維持と発展に結び付ける。

（広域的な産業交流の活性化）

区部では中小企業や中小企業団体が開催する見本市などの場として最適な中規

模展示施設を通じて中小企業の販路開拓を支援するほか、多摩地域では広域的

な産業交流を促進するための拠点を整備する。

① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展

■ 当 面 の 施 策 展 開

（小規模企業への支援）

小規模企業の経営を改善し、経営基盤の安定化を図るため、経済団体と協力し

て税務・会計等の相談に対応するほか、経営力の強化に役立つ講習会等を実施

する。

② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援

61



（地域資源の活用促進）

東京の各地域の持つ強みと特色である技術や伝統工芸品等を活用し、中小企業

者等による新たな製品及びサービスの開発や改良を支援する。

東京の優れた製品などの販売及びPRに必要な経費助成や販売促進のアドバイス

等を行うことにより、それらの市場での認知度を高めてブランド力の強化等を

後押しする。

（商店街の戦略的な取組のサポート）

魅力ある商店街づくりに向けて、将来を見据えた戦略的な取組にチャレンジす

る商店街に対し、区市町村を通じた補助を行うほか、都の政策課題の解決につ

ながる商店街の取組に対する支援を行う。

商店街が抱える潜在的な課題の抽出や、その解決に向けた取組の提案を区市町

村でサポートできる態勢を整備するよう支援を行うほか、商店街に専門家を派

遣し新たな取組を行う際に必要となる知識やノウハウを提供する。

空き店舗を活用した先進的取組を支援し、モデル的事例として広く波及させる

とともに、外部の専門家を活用してまちづくり的な視点を持った取組に支援を

行うことなどにより、商店街の活性化をサポートする。

（商店街での開業支援）

都内商店街での開業や事業承継を促進するため、開業等の際の店舗の新装や改

装などに要する経費等への助成や経営のノウハウを身につけるための専門家に

よる継続的なアドバイス等の支援を行う。

③ 商店街の活力向上のためのサポート
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魅力ある店舗の創出を目指し、将来のリーダーとしてもポテンシャルを持つ若

手や女性を対象に、本格開業に向けたノウハウを学べるようチャレンジショッ

プにおいてトライアルの機会を提供する。これに加え、地方の繁盛店の経営手

法を学ぶ研修を実施することで、商店街の新たな担い手の育成を図る。

意欲のある若手の事業主に対して、専門家の派遣や実践的な講座により事業を

伸ばすノウハウを提供し、次世代の商店街を担う人材の育成を図る。

（多摩・島しょ地域の特色を活かした支援）

中小企業の経営・技術相談や職業能力開発・人材育成支援等を行う多摩地域の

総合支援拠点を運営する。

多摩地域のイノベーション創出のため、中小企業が大手企業や大学とマッチン

グする交流会やネットワークづくりのための勉強会を開催するとともに、産学

公連携による製品開発への後押しを検討する。【再掲】

開業率を高める余地の多い多摩地域において、創業希望者の掘り起しや起業に

向けた各種支援を行うため、新たに多摩地域における創業支援拠点の整備を検

討する。【再掲】

人口減少や産業の低迷に直面する島しょ地域の小規模事業者に対して、経営力

向上や経営基盤の強化を図り事業を継続することができるよう、地域資源のＰ

Ｒや販路の拡大、事業承継に役立つ機会の提供を検討する。

④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化

63



（中小企業の抱える経営課題に対応した金融支援）

都、東京信用保証協会及び金融機関の３者が協調して融資を行い、信用力が弱

く金融機関からの融資を受けにくい中小企業の資金調達の円滑化を図る。

人材確保や生産性向上、事業承継など様々な課題を抱える中小企業に対し、こ

れらの課題を解決するとともに、その成長を後押しするため、ファンドを活用

した支援について検討する。

（資金調達手段の多様化に向けた取組の充実）

高い技術力や優れたビジネスプラン等を有しているにもかかわらず、当面の事

業継続に必要な運転資金等を十分に確保することの難しい中小企業に対し、都

と地域の金融機関とが連携した融資制度により資金繰りを支援する。

中小企業の資金調達の選択肢を広げるため、不動産担保に頼らずに、中小企業

が保有する機械・設備等や売掛債権、在庫といった様々な事業用資産を担保と

して有効活用することにより資金調達を支援する。

主婦や学生のほか高齢者等の幅広い層による創業や新製品開発等への挑戦を促

進するため、クラウドファンディングの利用手数料への補助を行うとともに、

相談窓口の設置やセミナーの開催により、クラウドファンディングを活用した

資金調達を支援する。

64

⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達



中小企業の事業活動に必要な人材の確保が円滑に進み、主体的に人材育成に取

り組んでいる。

現場を牽引するリーダーや未来の経営者となり得る中核的な人材が会社の事業

の発展に必要となる能力などを身に着け、現場でその能力を存分に発揮してい

る。

誰もが希望するワークスタイルで働ける環境が整備され、女性やシニアをはじ

めとする多様な人材が活躍している。

（５）多様な人材が中小企業で活躍

（具体的な課題）

• 女性やシニア、外国人などの多様な人材の活用も含めて、事業活動の担い手をどう

着実に確保していくか

• 時代のニーズに対応して力を発揮できる人材を社内でどう育成していくか

○人手不足が年々深刻化する中で、中小企業には人材の確保や育成を図るた

めの知識やノウハウ、体制の整備が十分でない場合が多い

出典 東京都「都民ファーストでつくる「新しい東京」
～2020年に向けた実行プラン～」

≪東京都の年齢階級別人口の推移≫

■ 現 在 の 課 題
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（具体的な課題）

• 経営者をサポートできる人材をいかに育てるか

• 各部門の専門的な人材をどのように育成するか

○中小企業の成長にとって重要な役割を担う現場のリーダーや経営に関わる

中核的人材の確保や育成が十分に進んでいない

≪部門別の中核人材の過不足感≫

出典 経済産業省「2015年版中小企業白書 」

（具体的な課題）

• ライフ・ワーク・バランスを実現できる働きやすい職場環境をどのように整備する

か

• 多様な働き方を実現するフレックスタイムやテレワークなどのしくみを定着させて

いくためにはどのように中小企業に働きかけていくのか

○人材の確保や多様な人材の活躍に向けて、誰もが希望に応じた柔軟な働き

方ができる環境づくりが必要となっている

出典 東京都「東京の産業と雇用就業 2018」

≪多様な働き方に関する制度の導入状況≫
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【方向性の体系】

① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化

② 中小企業における中核人材の育成促進

③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備

人材力の強化と働き方改革の推進

① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化

生産年齢人口の減少が見込まれる中で、企業の成長に必要な人材を確保し、その育

成を着実に進めることができるよう、適切な支援をしていくことが必要である。

中小企業の人材確保に関する相談への対応や人材戦略の構築、採用ノウハウの向上

に向けた支援など、採用活動のサポートを行う。また、中小企業の人材育成ニーズに

対応する訓練を行うほか、生産性の向上、従業員の技能の継承などに向けた人材育

成・能力開発をきめ細かく支援する。

② 中小企業における中核人材の育成促進

生産性の向上や新たな事業展開の中心を担う現場のリーダーや幹部候補となる人材

については、業務が多忙であることなどから、意欲がありながらも学習することが困

難な場合があり、適切なサポートが必要である。

中小企業で働くこうした中核人材が、これまで培った経験やノウハウを体系的に整

理して現場での指導において活用できるよう後押しするとともに、最新の経営手法や

ＩＣＴの知識を学ぶことができるよう、重点的に支援する。

③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備

企業における人材確保を図り、多様な人材活躍を促すためには、誰もが意欲と能力

を発揮できる職場づくりを推進することが必要である。

より多くの企業が働き方改革を着実に進め、一層の業務改革等に取り組めるよう支

援する。また、多様なワークスタイルの実現に繋がるテレワークの導入やサテライト

オフィスの設置などに対して、重点的に支援する。

■ 施 策 の 方 向 性
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（総合的なサポート）

人材確保に悩む中小企業からの相談に専用窓口で対応するとともに、女性やシ

ニアなど多様な人材の活用方法等を助言する専門家派遣やセミナー開催のほ

か、合同就職面接会を行うなど、中小企業の採用活動を総合的にサポートす

る。

（戦略的な人材の確保のための支援）

生産性向上や新たな事業展開などに向けて、中小企業が中期的な視点で人材戦

略を構築できるよう、人材戦略講座やコンサルティングによる支援を実施す

る。

外国人材を円滑に受け入れられる環境づくりを推進するため、中小企業を対象

としたセミナーやインターンシップを実施するほか、相談体制の整備や仕事上

のスムーズなコミュニケーションに役立つノウハウの提供などを検討する。

（地域と連携した人材の確保のための支援）

中小企業における人手不足などの課題の解決に向けて、地域の金融機関等と連

携して中小企業にアプローチし、経営の視点も含めた都の人材確保支援策等の

活用を促進する仕組みを検討する。

地域ニーズに応じ中小企業における労働力の確保や処遇の改善を目的とした事

業を行う区市町村への支援を進めるとともに、業界団体を通じて、中小企業が

「女性の活躍推進」や「働き方改革」の視点に立った人材確保に取り組めるよ

う支援する。

（中小企業で働く魅力を発信）

若者・女性等に対して、中小企業の魅力をＷＥＢサイトや冊子で発信するとと

もに、企業と若者等が直接交流する企業見学ツアー等を実施するほか、中小企

業と教育機関が連携して実施するインターンシップへの支援を行う。

① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化

■ 当 面 の 施 策 展 開
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（人材育成のための訓練の場の提供）

中小企業の従業員を対象に、ものづくりや情報関係など多様な訓練コースを設

定し、スキルアップを着実に後押しするとともに、中小企業の多様な人材育成

ニーズに対応するオーダーメイド型の訓練や、企業現場で行う訓練への指導員

の派遣を実施する。

中小企業の生産性の向上や従業員の技能の継承、従業員のモチベーションの維

持や向上などに向けて、企業の成長を担う中堅・中核層等の人材育成や能力開

発に繋がるよう在職者訓練のレベルアップを検討する。

（経営人材等の育成）

経営戦略や組織マネジメント等の面で経営者を支える人材を育成するために必

要となるスキルを習得する講座や個別支援を実施することにより企業の持続的

な成長を後押しする。

（専門スキルの向上）

生産性や収益力の向上によりものづくり産業の競争力を高めていくため、基礎

的な講座と生産現場での実習を組み合わせたプログラムを開催するとともに、

生産現場で中核人材が活躍できる力を身につけるためのサポートの充実を検討

する。

サービス産業の事業者に対し、新たなサービスの創出や生産性の向上を実現す

るために必要な知識を提供し、専門性を有する人材を育成するため、基礎知識

や実践方法を学ぶ場を提供する。

新製品開発力が十分でない中小企業等に対して、講座や個別指導により開発か

ら販売までを一貫して支援することで、継続してイノベーションに取り組むこ

とができるよう社内の体制を整備するサポートを実施する。

② 中小企業における中核人材の育成促進
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（働き方改革の一層の推進）

長時間労働の削減や年次有給休暇等の取得を促進するために「TOKYO働き方

改革宣言企業」制度を引き続き実施するとともに、宣言を行った企業が一層の

業務改革等に取り組めるよう、専門家派遣による生産性向上に向けたコンサル

ティングを実施する。

中小企業をはじめ、より多くの企業が働き方改革に取り組むよう、働き方改革

の好事例の紹介や、経済団体や金融機関等と連携した普及啓発により、一層の

気運醸成や取組の推進を図る。

中小企業で働く方が個々のライフイベント、ライフステージに応じて安心して

働き続けられるよう、育児・介護等と仕事の両立ができる社内制度や職場環境

づくり等に取り組む企業を支援する。

（テレワークの推進）

国と連携して、テレワーク推進の気運醸成に努めるとともに、東京テレワーク

推進センターにおいて、テレワーク導入を検討している企業等に対し情報提

供・相談・助言等の支援をワンストップで行う。

企業のテレワーク導入を加速化するため、専門家を企業に派遣しテレワーク導

入の前提となる業務の見直しや改善に向けたコンサルティングを行う。また、

機器経費や制度整備等に対する支援の拡充などについて検討する。

テレワークの普及を効果的に推進するため、業界をあげてテレワーク導入に取

り組む団体への支援や、経済団体や企業に身近な地域の金融機関等と連携した

普及啓発や相談対応などを検討する。

市町村部で職住近接に繋がるサテライトオフィスが増えるよう施設整備費や運

営費の補助を行うとともに、子育てや女性活躍、地域振興など地域の実情に応

じて区市町村が取り組む先進的なテレワーク推進に関する事業等への支援を検

討する。

③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備
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５ 効果的な施策展開を実現するために

① 中小企業の振興に関する条例の理念等の実現

中小企業の振興に向けた条例に掲げる基本的な理念に基づいて、本ビジョンの『目

指すべき姿』や『達成目標』を実現するため、施策の企画・立案から効果検証に至る

まで、施策のPDCA（計画・実行・検証・改善）を徹底していく。

② 支援機関の強化

中小企業の支援にあたって、東京都のほか（公財）東京都中小企業振興公社や（地

独）東京都立産業技術研究センター、商工会議所や商工会、中小企業団体中央会、商

店街振興組合、労働団体などの関係団体が各々の機能を十分に発揮し力を高めつつ、

互いの連携を一層強化して取組を進めていく。

③ 中小企業の利便性の向上

中小企業の支援策が適切に活用されるよう、個々の事業者のニーズに合致したメ

ニューをきめ細かく提供していくことが重要である。こうした支援メニューを利用す

る場合の利便性を高めるため、ICT技術を用いて申請や書類の提出を容易とするしく

みの充実を進める。

④ 施策の認知度の向上

多くの中小企業が東京都の支援内容を正確に理解して最も効果の高い支援メニュー

を利用できるよう、様々な施策の認知度の向上などを図る工夫を進める。

○ ビジョンで掲げる「目指すべき姿」や「達成目標」を実現するためには、中小企業振

興に携わる様々な主体が共通の理念や考え方を持つことが重要である。

○ 東京では、中小企業関係団体や金融機関などを通じ多様なサポートを実施しており、

こうした団体の支援機能をより高め、相互の連携を強めていくことが必要である。

○ また、中小企業への支援施策を事業者が適切に利用できるよう、支援メニューの利用

を容易にするとともに内容のＰＲを進めることが重要である。

■ 取 組 の 方 向 性
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中小企業の振興に向けた条例の理念を実現するためのＰＤＣＡのサイクルを確

立するために、施策の実施状況について、様々な意見を聞きながら効果の検証

をしっかりと行い、より効果的な施策を企画・立案できるしくみを作る。

① 中小企業の振興に関する条例の理念等の実現

■ 具 体 的 な 取 組 内 容

（中小企業振興公社の事業実施等の検証）

中小企業の経営全般に関する各種支援事業の実施主体である東京都中小企業振

興公社において、PDCAサイクルによる施策の効果検証を行い、現場の声等を

反映しながら中小企業の様々な発展のステージや個々の経営課題等に応じたき

め細かい支援策を展開していく。

（産業技術研究センターの機能強化）

東京都立産業技術研究センターでは中小企業の技術開発をサポートするため、

基盤研究や共同研究、依頼試験、技術相談等を実施しており、様々な企業が最

新の技術を導入した製品開発等に積極的に取り組むことができるよう、技術動

向を把握するとともに支援体制の一層の充実を図る。

（中小企業関係団体との連携）

中小企業に対する支援を行っている中小企業関係団体や金融機関等との連携を

強化し、総合性のある支援体制を構築することにより、企業からサポートを求

められた機関で対応できない場合には他の機関を紹介するなど、様々な主体が

提供している各種の支援を受けやすい環境を整える。

② 支援機関の強化
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（事業内容のより分かりやすい発信）

多くの中小企業に様々な施策を積極的に活用してもらうため、施策の名称にサ

ブタイトルを付したり、分かりやすいパンフレットを作成するなど、支援の内

容を具体的にイメージすることができるよう発信力を強化する。

（各経済団体との協力）

サポートを必要する中小企業に必要な情報が行きわたるよう、経済団体等と協

力し多岐にわたる中小企業支援施策に関する情報共有や相互ＰＲを進め、きめ

細かく周知を図るなど、ＰＲ体制を強化していく。

④ 施策の認知度の向上

（支援体制の充実）

中小企業の現状を的確に把握するため、アンケートや統計データの収集や日常

的な業務の運営から得られる情報を活用して、都として先進的な支援策の企画

と立案に取り組むなど、支援のスキルを不断に高めることで、中小企業が直面

する新たな課題へ対応できる体制を整える。

中小企業の基本情報や施策の利用状況などの情報をデータベース化して利用者

の状況を一元的に把握できるしくみを作り、中小企業の状況やニーズに合致し

た新たな事業を効果的に提案するなど、企業経営を戦略的にサポートできる態

勢を整える。

（手続き面での負担軽減）

申請書類の多さや手続きの煩雑さなど支援メニューを利用する際の事務的な負

担について軽減を図り、中小企業が必要な支援を時期を含め的確に受けること

ができる環境を確立するため、申請書類の簡素化や電子申請の推進等に取り組

んでいく。

③ 中小企業の利便性の向上
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